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取引先各位

  化学物質管理　ガイドライン
　　－グリーン調達へのご協力のお願い－

はじめに

　　近年　企業活動において環境への配慮が重視されており、各企業には人類と環境の調和を
　基本とした資源循環型社会の構築を求められています。
　すなわち、品質（Quality）原価低減（Cost）納期厳守（Delivery）に加え、環境保全
　（Environment）のため、環境負荷の少ない製品を開発・提供することが、企業の社会的責務
　となっています。

　当社は、地球環境を保全し、持続的経済発展を達成するための資源循環型社会を構築すべく、
　ISO14001の取得をはじめとした環境マネジメントの推進、および環境適合設計製品の開発・
　提供に取組んでおります。
　その一環として、環境に配慮した取り組みを実施されている取引先様から、環境負荷の少な
　い材料、部品等を購入する『グリーン調達』を推進していきます。

　取引先様のご理解、ご協力を心よりお願い申しあげます。

１．適用範囲

　　本ガイドラインは、当社製品に使用する部品・材料・半製品など購入品に適用する。

２.グリーン調達基準およびお願い

　　取引先においては、化学物質管理ガイドラインを満たす製品を当社へ納入すること。
　　納入製品について、chemSHERPAおよび保証書（様式３、４）とＩＣＰ、ＧＣ/ＭＳ等
　　測定データデータを提出すること。
　　chemSHERPA提出が不可の場合は、調査票（様式２）を提出すること。

３．基本方針および基準

　　納入する製品に、このガイドラインにおいて禁止された物質を使用することを禁止する。
　　製品に含有する環境影響化学物質については以下の４区分に従い管理される。

　①RoHS指令含有禁止物質（適合保証対象物質）

　　RoHS指令にて含有が禁止される10物質。適用除外用途については指令による。
　　調査票(様式２)においては、意図的な含有および不純物としての含有を含めて含有量
　　と均質材料別含有率を提示すること。
　　保証書は様式３か様式４のいずれかを提出すること。
　　なお、保証書には裏付け資料として均質材料別のＩＣＰ・ＧＣ／ＭＳ等実測分析データを
　　添付すること。安全データシート(SDS)は不可。
　　
　②含有禁止物質（非含有保証対象物質）

　　国内外法規制等により使用を禁止されている物質。
　　非含有であることを保証し、保証書(様式３か４)を提出すること。

　③含有管理物質

　　当社として製品への含有を管理・削減する物質。
　　意図的に含有する場合に、含有量を提示すること。
　　なお、REACH規則のSVHC(高懸念物質)については、製品を構成する各部品質量に対して
　　0.1wt%以上含有している場合を「含有あり」とする。

　④chemSHERPAデータ

　　JAMP(ｱｰﾃｨｸﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ推進協議会)が運営する製品含有化学物質の情報伝達共通スキーム。
　　サプライチェーン全体で利用可能であり、共通の物質リストに基づく成分情報と遵法判断
　　情報の伝達を可能とする。
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４．用語の定義

　１）意図的含有

　　　製造者が製品の機能や品質を継続的に維持するため、意識して添加・充填・付着
　　　することをいう。なお、半導体製造工程等で、不純物を素材の特性を変える目的で使用
　　　すること（ドーピング）は意図的含有として扱う。

　２）含有

　　　意図的であるか否かを問わず、製品中に成分または残留物、付着物として化学物質が含
　　　まれる場合を含有として扱う。

　３）不純物

　　　意図的な添加・充填・付着等をしていない場合や天然素材中に含有され工業材料としての
　　　精製過程で技術的に除去しきれない物質をいう。

　４）均質材料

　　　機械的に異なる材料に分解できない材料
　　　・機械的に分解とは、基本的にねじの取り外し、切断、粉砕、研削、研磨工程などの
　　　　機械的行為により材料が分離されること。

     均質材料の分解例

５．環境影響化学物質：適用対象および出典

　１）RoHS指令含有禁止物質について

　　RoHS指令指定の10物質
      [DIRECTIVE 2011/65/EU OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL of 8 June 2011 on the

      restriction of the use of certain hazardous substances in electrical and electronic equipment] 

　　当社へ納入される全ての製品について、以下の10物質を含有許容濃度を超えて含んで
　　はならない。（ＲｏＨＳ指令適用除外用途（付属書Ⅲ）を除く）

　① カドミウム ⑥ PBDE（ﾎﾟﾘﾌﾞﾛﾓｼﾞﾌｪﾆﾙｴｰﾃﾙ）
　② 鉛 ⑦ DEHP（ﾌﾀﾙ酸ﾋﾞｽ（2-ｴﾁﾙﾍｷｼﾙ））
　③ 六価クロム ⑧ BBP （ﾌﾀﾙ酸ﾌﾞﾁﾙﾍﾞﾝｼﾞﾙ）
　④ 水銀 ⑨ DBP （ﾌﾀﾙ酸ｼﾞﾌﾞﾁﾙ）
　⑤ PBB（ﾎﾟﾘﾌﾞﾛﾓﾋﾞﾌｪﾆﾙ） ⑩ DIBP（ﾌﾀﾙ酸ｼﾞｲｿﾌﾞﾁﾙ）

　　含有許容濃度範囲（改訂指令(EU)2015/863付属書Ⅱ）

　① カドミウム ： 100ppm　 ⑥ PBDE  ：1000ppm　
　② 鉛（※)    ：1000ppm ⑦ DEHP  ：1000ppm　
　③ 六価クロム ：1000ppm ⑧ BBP　 ：1000ppm　
　④ 水銀　　　 ：1000ppm ⑨ DBP　 ：1000ppm　
　⑤ PBB　 　　 ：1000ppm ⑩ DIBP　：1000ppm　

  ※ ｹｰﾌﾞﾙ被覆中の鉛許容濃度：300ppm(Proposition 65)

　＊含有率は当該部位の均質材料毎の含有率（質量比）とする。

亜鉛メッキクロメート処理の例

金属素材(鋼板)

亜鉛ﾒｯｷ皮膜
ｸﾛﾒｰﾄ皮膜

電解ｺﾝﾃﾞﾝｻの例

ケース 素子 ﾘｰﾄﾞ素材

ﾘｰﾄﾞﾒｯｷ

外装ｽﾘｰﾌﾞ 電解液 封止ｺﾞﾑ
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 ＲｏＨＳ指令適用除外用途（付属書Ⅲ）

ｶﾃｺﾞﾘ1-7､10 ｶﾃｺﾞﾘ8､9､11

水銀 1(f)-Ⅰ 5:2027/2/24 -

2(b)(4)-Ⅰ 5:2025/2/24 -

2(b)(4)-Ⅱ 5:2027/2/24 -

2(b)(4)-Ⅲ 5:2027/2/24 -

4(a)-Ⅰ 5:2027/2/24 -

4(b) 5:2027/2/22 -

4(c)-Ⅰ 5:2027/2/24 -

4(c)-Ⅱ 5:2027/2/24 -

4(c)-Ⅲ 5:2027/2/24 -

4(e) 5:2027/2/22 -

4(f)-Ⅰ 5:2025/2/24 -

4(f)-Ⅱ 5:2027/2/24 -

4(f)-Ⅲ 5:2027/2/24 -

4(f)-Ⅳ 5:2027/2/24 -

鉛 5(b) 2016/7/21 -

6(a) -
他8,9:2021/7/21
8体医:2023/7/21

9監制,11:2024/7/21

6(a)-Ⅰ 2021/7/21 -

6(b) -
他8,9:2021/7/21
8体医:2023/7/21

9監制,11:2024/7/21

6(b)-Ⅰ 2021/7/21 -

6(b)-Ⅱ 2021/5/18 -

6(c) 2021/7/21
他8,9:2021/7/21
8体医:2023/7/21

9監制,11:2024/7/21

7(a) 2021/7/21
他8,9:2021/7/21
8体医:2023/7/21

9監制,11:2024/7/21

7(c)-Ⅰ 2021/7/21
他8,9:2021/7/21
8体医:2023/7/21

9監制,11:2024/7/21

7(c)-Ⅱ 2021/7/21
他8,9:2021/7/21
8体医:2023/7/21

9監制,11:2024/7/21

ｶﾄﾞﾐｳﾑ 8(b) -
他8,9:2021/7/21
8体医:2023/7/21

9監制,11:2024/7/21

8(b)-Ⅰ 2021/7/21 -

六価ｸﾛﾑ 9(a)-Ⅱ 2021/7/21 -

9(a)-III 1:2026/12/31 -

鉛 13(a) 2021/7/21
他8,9:2021/7/21
8体医:2023/7/21

9監制,11:2024/7/21

鉛/ｶﾄﾞﾐｳﾑ 13(b) -
他8,9:2021/7/21
8体医:2023/7/21

9監制,11:2024/7/21

電気接点に含まれるｶﾄﾞﾐｳﾑおよびその化合物

機械加工のために合金成分として鋼材中に含まれる0.35wt％までの鉛、およ
びﾊﾞｯﾁ式溶融亜鉛ﾒｯｷ鋼構成部品中に含まれる0.2wt％までの鉛

ｺﾝﾃﾞﾝｻ内の誘電体ｾﾗﾐｯｸ以外のｶﾞﾗｽ中またはｾﾗﾐｯｸ中に鉛を含む電気電子
部品(例：圧電素子)、もしくはｶﾞﾗｽまたはｾﾗﾐｯｸを母材とする化合物中に鉛を
含む電気電子部品

機械加工目的のために合金成分としてｱﾙﾐﾆｳﾑに含まれる0.4wt％までの鉛

光学的目的で用いられる白ｶﾞﾗｽ中の鉛

暖房及び温水用のガス吸収式ヒートポンプの炭素鋼封止型回路の作動流体
における防食剤として使用される、0.7重量％までの六価クロム

以下で使用される電気接点中のｶﾄﾞﾐｳﾑとその化合物
・回路遮断器　・熱感知制御器
・過熱ﾓｰﾀﾌﾟﾛﾃｸﾀ（密閉型過熱ﾓｰﾀﾌﾟﾛﾃｸﾀを除く）
・下記定格のACｽｲｯﾁ
  250V AC以上において6A以上　125V AC以上において12A以上
・18V DC以上において20A以上の定格のDCスイッチ
・200Hz以上の周波数の電源で使用するスイッチ

吸収式冷蔵庫中のｶｰﾎﾞﾝ・ｽﾁｰﾙ冷却ｼｽﾃﾑの防錆用として冷却溶液中に含
まれる0.75wt%までの六価ｸﾛﾑ
・一定の運転状態で平均使用電力入力?75Wの電気ヒータで完全に
  または部分的に動作するように設計されたもの
・非電気ﾋｰﾀｰで完全に動作するように設計されたもの

反射率標準に用いられるﾌｨﾙﾀｰｶﾞﾗｽおよびｶﾞﾗｽ中のｶﾄﾞﾐｳﾑおよび鉛

物質名 項目番号 除外項目

高融点はんだに含まれる鉛（すなわち鉛含有率が85wt%以上の鉛ﾍﾞｰｽの合
金）

改良型のP（ﾗﾝﾌﾟ電力） ≤ 105 Wで演色評価数Ra > 80の一般照明用の高圧ﾅ
ﾄﾘｳﾑ（蒸気）ﾗﾝﾌﾟにおける（１ﾊﾞｰﾅｰあたり）以下を超えない水銀：16 mg

本附属書には特に述べられていないその他の特殊目的の放電ﾗﾝﾌﾟにおける
水銀

155W＜P≦405W：25mg

P＞405W：25mg

紫外線ｽﾍﾟｸﾄﾙの光を放つ高圧ﾅﾄﾘｳﾑ蒸気ﾗﾝﾌﾟにおける水銀

蛍光管のガラスに含まれる0.2wt%を超えない鉛

その適用がﾗﾝﾌﾟｽﾍﾟｸﾄﾙ出力の主要範囲が紫外線ｽﾍﾟｸﾄﾙにあることを要求す
る、蛍光塗布されていない低圧放電管ﾗﾝﾌﾟにおける水銀(１ﾗﾝﾌﾟ当たり)：15mg

P≦155W：20mg

機械加工のために合金成分として鋼材中および亜鉛めっき鋼中に含まれる
0.35wt%までの鉛

法律上の満了日

合金成分としてｱﾙﾐﾆｳﾑに含まれる0.4wt%までの鉛

鉛を帯びたｱﾙﾐﾆｳﾑｽｸﾗｯﾌﾟのﾘｻｲｸﾙから派生することを条件として、合金成分
としてｱﾙﾐﾆｳﾑに含まれる0.4wt％までの鉛

定格電圧がAC125VまたはDC250Vまたはそれ以上のｺﾝﾃﾞﾝｻ内の誘電体ｾﾗ
ﾐｯｸ中の鉛

鉛含有量が4wt%以下の銅合金

主として紫外線ｽﾍﾟｸﾄﾙの光を放つように設計されたﾗﾝﾌﾟに対して：5 mg

紫外線ｽﾍﾟｸﾄﾙの光を主として放つﾗﾝﾌﾟ：15 mg

≥2000ﾙｰﾒﾝANSIの出力が要求されるﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰで使用される高圧水銀蒸気ﾗ
ﾝﾌﾟにおける水銀

園芸照明に使用される高圧ﾅﾄﾘｳﾑ蒸気ﾗﾝﾌﾟにおける水銀

その他の一般照明及び特殊目的のための蛍光ラﾝﾌﾟ(例 電磁誘導灯)：15 mg

非常灯：15 mg

金属ﾊﾛｹﾞﾝ化物ﾗﾝﾌﾟ(ＭＨ)に含まれる水銀
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ｶﾃｺﾞﾘ1-7､10 ｶﾃｺﾞﾘ8､9､11

鉛 13(b)-(I) 2021/7/21 -

ｶﾄﾞﾐｳﾑ 13(b)-(II) 2021/7/21 -

鉛/ｶﾄﾞﾐｳﾑ 13(b)-(III) 2021/7/21 -

鉛 15 -
他8,9:2021/7/21
8体医:2023/7/21

9監制,11:2024/7/21

15(a) 2021/7/21 -

18(b) 2021/7/21
他8,9:2021/7/21

11:2024/7/21

18(b)-I 5:2021/7/21 8:2021/7/21

鉛 24 2021/7/21
他8,9:2021/7/21
8体医:2023/7/21

9監制,11:2024/7/21

29 2021/7/21 11:2024/7/21

32 2021/7/21
他8,9:2021/7/21
9監制:2024/7/21

34 2021/7/21
他8,9:2021/7/21
8体医:2023/7/21

9監制,11:2024/7/21

ｶﾄﾞﾐｳﾑ 39(a) 2025/11/21 2025/11/21

39(b) 2027/12/31 2027/12/31

鉛 42 - 11:2024/7/21

44 - 11:2024/7/21

鉛/
六価ｸﾛﾑ

45 - 11:2026/4/20

鉛/
ｶﾄﾞﾐｳﾑ

46 - 11:2028/5/28

略記：8体医-ｶﾃｺﾞﾘｰ8の体外診断医療機器　9監制-ｶﾃｺﾞﾘｰ9の産業用監視及び制御機器　　

他8,9-特定のサブカテゴリに属さないカテゴリ8および9　　

　（なお、2011/65/EU最新版付属文書等に準拠し、追加の適用除外用途も適用とする）

物質名 項目番号 除外項目

道路以外のﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ用機器に適用されるﾃﾞｨｰｾﾞﾙまたはｶﾞｿﾘﾝ燃料の内
燃ｴﾝｼﾞﾝのﾍﾞｱﾘﾝｸﾞおよびﾌﾞｯｼｭに含まれる鉛
・ｴﾝｼﾞﾝ総排気量が15ﾘｯﾄﾙ以上のもの
または
・ｴﾝｼﾞﾝ総排気量が15ﾘｯﾄﾙ未満であって、かつｴﾝｼﾞﾝのｽﾀｰﾄ信号から全負荷
で10秒未満であることが要求される用途で作動するよう設計されているもの、
または、定期的なﾒﾝﾃﾅﾝｽがたとえば採掘、建設、農業用途のような過酷で汚
い野外環境下で行われるもの

法律上の満了日

放電灯がBSP(BaSi2O5:Pb)などの蛍光物質を含む日焼け灯として使用される

場合の放電灯の蛍光粉体の活性体としての鉛(重量比1%以下の鉛)

特筆すべき光学ﾌｨﾙﾀｰｶﾞﾗｽﾀｲﾌﾟ中のｶﾄﾞﾐｳﾑ。本附属書の39項に該当する用
途は除外

以下の基準の少なくとも一つが当てはまる際の集積回路ﾌﾘｯﾌﾟﾁｯﾌﾟﾊﾟｯｹｰｼﾞ
内の半導体ﾀﾞｲとｷｬﾘｱ間における確実な電気接続に必要なはんだに含まれる
鉛
- 90nm以上の半導体ﾃｸﾉﾛｼﾞｰﾉｰﾄﾞ
- いかなる半導体ﾃｸﾉﾛｼﾞｰﾉｰﾄﾞにおいても単一ﾀﾞｲｻｲｽﾞが300mm2以上
- 300mm2以上のﾀﾞｲまたは300mm2以上のｼﾘｺﾝのｲﾝﾀｰﾎﾟｰｻﾞ付きｽﾀｯｸ型ﾀﾞｲ
ﾊﾟｯｹｰｼﾞ

半導体ダイと集積回路ﾌﾘｯﾌﾟﾁｯﾌﾟﾊﾟｯｹｰｼﾞ内のｷｬﾘｱ間に実行可能な電気接
続を形成するためのはんだに含まれる鉛

閣僚理事会指令69/493/EECの付属書Ⅰ(ｶﾃｺﾞﾘ1、2、3、4)に定義されるｸﾘｽﾀ
ﾙｶﾞﾗｽに含まれる鉛

ｲｵﾝ着色光学ﾌｨﾙﾀｰｶﾞﾗｽﾀｲﾌﾟ中の鉛

ｻｰﾒｯﾄ型ﾄﾘﾏﾎﾟﾃﾝｼｮﾒｰﾀの素子に含まれる鉛

反射標準物質用のｸﾞﾚｰｽﾞに含まれるｶﾄﾞﾐｳﾑおよび鉛

医療用光療法機器に使用される際のBSP（BaSi2O5：Pb）等の蛍光体を含む日
焼け用ﾗﾝﾌﾟとして使用される放電ﾗﾝﾌﾟの蛍光ﾊﾟｳﾀﾞｰ（1wt%以下の鉛）に活性
剤として含まれる鉛

円板形および平面ｱﾚｰ形ｾﾗﾐｯｸ多層ｺﾝﾃﾞﾝｻの機械加工された貫通穴のはん
だ付け用はんだに含まれる鉛

その回収された硬質ﾎﾟﾘﾋﾞﾆﾙｸﾛﾗｲﾄﾞ材料における濃度が、重量で0.1% のｶﾄﾞﾐ
ｳﾑ及び重量で1.5%の鉛を超えない場合の電子電気的窓及び扉用に使用され
る、ﾎﾟﾘﾋﾞﾆﾙｸﾛﾗｲﾄﾞ廃棄物から生産される混合物を含有するﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製外枠
におけるｶﾄﾞﾐｳﾑ及び鉛

ディスプレイ照明用途で使用するダウンシフトカドミウムベースの半導体ナノ結
晶量子ドット中のセレン化カドミウム（ディスプレイスクリーン面積の1平方ミリ
メートル当たり< 0.2 μg Cd）

ｱﾙｺﾞﾝおよびｸﾘﾌﾟﾄﾝﾚｰｻﾞ管用のｳｲﾝﾄﾞｳｱｾﾝﾌﾞﾘを形成するために使用される
ｼｰﾙﾌﾘｯﾄに含まれる酸化鉛

民生用(職業用)の火薬類の電気・電子的起爆装置(initiators)におけるｱｼﾞ化
鉛(II)(Lead diazide)、ﾄﾘﾆﾄﾛﾚｿﾞﾙｼﾝ鉛(lead styphnate)、ﾋﾟｸﾘﾝ酸鉛(lead
dipicramate)、四酸化三鉛(orange lead (lead tetroxide))、酸化鉛(IV)( lead
dioxide)及び民生用(職業用)の火薬類の電気的起爆装置(initiators)の点火の
長期延期薬(pyrotechnic delay charges)におけるｸﾛﾑ酸ﾊﾞﾘｳﾑ(barium
chromate)

欧州議会及び理事会の規則(EU)2016/1628*の範囲内にあり、動作中は定位
置で使用され、専門家のために設計されているが素人の使用者によっても使
用される機器に設置される燃焼ｴﾝｼﾞﾝのｾﾝｻｰ、作動装置及びｴﾝｼﾞﾝ制御ﾕ
ﾆｯﾄのﾊﾝﾀﾞ中の鉛* 規則(EU)No 1024/2012及び(EU)No 167/2013を修正し
指令97/68/ECを修正及び廃止する、ｶﾞｽ状及び微粒子状汚染物質排出制限
及びﾉﾝﾛｰﾄﾞ移動型機械のための内燃機関の型式承認に関する要求事項に
関する、2016年9月14日付の欧州議会及び理事会の規則(EU)2016/1628(OJ
L 252, 16.9.1016, p.53)

ディスプレイ及びプロジェクション用途で使用するLED半導体チップ上に、機
器当たり1 mgの最大量で、直接堆積したダウンシフト半導体ナノ結晶量子ドッ
ト中のカドミウム(LEDチップ表面の1平方ミリメートル当たり< 5 μg Cd)
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　　　包装材料に関する事項

　　 　　物質名：重金属
 　　　（水銀、カドミウム、六価クロム、鉛）

解説：当社製品に使用し顧客に提供する包装材に適用。

許容濃度：梱包又は梱包部品内に存在する鉛、水銀、カドミウム、六価クロムの合計濃度水準

　　 　　が100ppm以下であること

　２）含有禁止物質について

　　当社の含有禁止物質は、下記に基づき選定している。

　１．特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律（ﾓﾝﾄﾘｵｰﾙ議定書対象物質）

　２．労働安全衛生法第５５条(製造，輸入，使用の禁止)

　３．化審法（化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律）第１，２種特定化学物質

　４．ダイオキシン類対策特別措置法

　５．ＲＥＡＣＨ規則付属書ⅩⅦ　制限物質等

　６．核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

　７．毒物及び劇物取締法　「特定毒物」

　８．特定塩素系難燃剤（バーモント州法）

　９．米国 有害物質規制法（ＴＳＣＡ）

　１０．包装廃棄物指令94/62/EC　（※山洋電気が出荷する製品を梱包する材料に適用）

　１１．特定化学物質障害予防規則　特定化学物質　第１類物質（製造許可物質）

　１２．フランス包装及び一般向け印刷物へのミネラルオイル（鉱物油）禁止省令

（※山洋電気が出荷する製品を梱包する材料・添付取説に適用）
　１３．赤リン（電極を覆う樹脂部を対象）  マイグレーション対策

　適用除外項目

　以下の用途については、含有禁止の適用除外とする。

　　物質名：砒素及びその化合物

・成分として砒素を含有する、化合物半導体・プリント基板の銅箔
・1000ppm以下の不純物としてヒ素を含有する材料

　物質名：ベリリウム及びその化合物

・ベリリウム銅合金、ベリリウム－ニッケル合金
・1000ppm以下の不純物としてベリリウムを含有する材料

　３）含有管理物質について

　　当社の含有管理物質は、下記に基づき選定している。

　　１．カリフォルニア州プロポジション６５

　　２．ＲＥＡＣＨ規則付属書ⅩⅦ　制限物質
　　３．カナダ保健省
　　４．ＲＥＡＣＨ規則ＳＶＨＣ（高懸念物質）
　　５．マイグレーション対策

以上

適用除外

適用除外
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提出書類（注意事項）について

　回答はすべて電子メールでお願いいたします。

　① JAMP(ｱｰﾃｨｸﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ推進協議会)が運営するchemSHERPA-AI(成形品最新版)によるデータ提出

　　　記入方法等の詳細については、chemSHERPAのＨＰをご覧ください。

https://chemsherpa.net/

　　　データはchemSHERPAのＨＰに掲載されている最新の「chemSHERPA成形品データ作成支援ツール」で作成し、

      shaiファイルで提出してください。成分情報と遵法判断情報の両方を必須とします。

　　　成分情報の構成部品名称は半角英数字で入力してください。 なお、ＳＶＨＣが含有している場合は、

　　　成分情報および遵法判断情報にSCIP情報を必ずご記入ください。

　　　エラーチェックは必ず実施し、エラーや警告が無い状態のデータをご提出ください。

　　　「chemSHERPA成形品データ作成支援ツール」については下記URLよりダウンロードにて入手ください。

https://chemsherpa.net/tool

　　　ハーネス（リード線コネクタ組立品）については、ハーネス単位でのデータではなく、リード線、コネクタ、

　　　端子等の使用部材単位での個別データを提出ください。

　　　また金属加工部品等、単位質量あたりの含有物質情報が同一である部材については、材料（素材）単位での

　　　データ提出も可とします。

　②「環境影響化学物質(部品・材料)調査票(様式２)」（chemSHERPA-AIデータが提出できない場合）

　　chemSHERPA-AIデータが提出できない場合は調査票（様式２）を記入し提出してください。

　　なお、回答者、責任者の所属、連絡先、Ｅ－ＭＡＩＬアドレスなどを必ず入力してください。

　③「ＲｏＨＳ指令規制有害物質に関する適合保証書Ａおよび含有禁止物質の非含有保証書（金属中の鉛フリー

　　対応版）(様式３)」

　　　上記の金属中の鉛フリー対応版保証書Ａが提出出来ない場合は下記の保証書Ｂを提出してください。

　　「ＲｏＨＳ指令規制有害物質に関する適合保証書Ｂおよび含有禁止物質の非含有保証書（金属中の鉛6(a)-I､

　　6(b)-I､6(b)-Ⅱ､6(C)適用製品用）(様式４)」

　　　保証書は責任者の捺印後、ＰＤＦにして提出をお願いいたします。（電子印可）

　④ ＲｏＨＳ１０物質のＩＣＰ等実測分析データ

　　　部品を構成する「均質材料」毎に、ＩＣＰ分析およびＧＣ/ＭＳ等の高精度分析データを提出ください。

　　　分析方法は、IEC62321を基本とします。

　　　分析手順を示すフローチャートを必ず添付してください。

　　　ＩＣＰ分析は試料が完全に溶解したことを明記してください。

　　　シリーズ等で使用材料が共通である部品については、出来るだけシリーズ単位で提出をお願いします。

　　　なおその場合は、当社品目番号と各データとの関連が分かる一覧表等を添付してください。

当社への問い合わせ先

（１）調査に対するご回答と問い合わせ先

　　山洋電気株式会社　　　　資材　　部
　　　　　　　　　　　担当
　　住所：〒３８６－
　　　　　長野県上田市
　　　　　ＴＥＬ：０２６８－　　－
　　　　　ＦＡＸ：０２６８－　　－

　E-MAIL：

（２）化学物質に関する問い合わせ先：

　　山洋電気株式会社　テクノロジーセンター　環境技術推進部　　担当　川上
　　　　ＴＥＬ：０２６８－３７－１７２６

E-MAIL：osamu.kawakami@sanyodenki.com
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<記入日> Ｎｏ．

<山洋電気品目番号>

<製品名> 

<製品型番>

<製品質量：ｇ>

RoHS10対応(〇適合､×非適合)

<製造会社名>　

<所在地>　

<部署名>/<TEL> <TEL>

<責任者名>　

<担当者名>　

<担当者E-MAIL>　

<会社名>　

<所在地>　

<部署名>/<TEL> <TEL>

<責任者名>　

<担当者名>　

<担当者E-MAIL>　

以下、エクセルで入力する場合「製品中の含有率」は自動計算します。緑色のセルのみ入力ください。手書きの場合は「製品中の含有率」も記入ください。

一括入力ボタン(一度に全物質の含有有無が入力できます)⇒

ＲｏＨＳ指令含有禁止物質（ＲｏＨＳ指令適合保証対象物質：不純物を含みデータを提示下さい）

山洋
No.

化学物質名 含有有無
含有量
(mg)

製品中の
含有率
(ppm)

均質材料中
の含有率(ppm)

部位別記入
含有部位

使用目的(意図的使用か
不純物としての含有か記入

RoHS指令除外項目No.は明記)

備考「代替予定」
RoHS適用除外用途を適用の

場合は代替予定の有無と
ﾌﾘｰ化対応予定時期を必ず明記

関係法令

153 《記入例》　鉛及びその化合物 有 400 3000 32000 快削黄銅 切削性(意図的)RoHS除外6(c) 代替予定有り：20**年*月予定 　ＲｏＨＳ指令，水濁法，廃掃法

《記入例》　　　↑ － － － 920000 高温はんだ 接合(意図的)RoHS除外7(ａ) 代替予定無し 　　　↑

《記入例》　　　↑ － － － 465000 チップ抵抗 保護ｺｰﾄ(意図的)RoHS除外7(c)-Ⅰ 代替予定有り：20**年*月予定 　　　↑

《記入例》　　　↑ － － － 100 塗料 不純物 代替予定無し 　　　↑

153 鉛及びその化合物 　ＲｏＨＳ指令，水濁法，廃掃法

153 鉛及びその化合物 － － 　　　↑

153 鉛及びその化合物 － － 　　　↑

153 鉛及びその化合物 － － 　　　↑

46 ｶﾄﾞﾐｳﾑ及びその化合物
　ＲｏＨＳ指令，発がん性勧告，
　特化則第２類，水濁法，廃掃法

28 六価ｸﾛﾑ化合物
　ＲｏＨＳ指令，発がん性勧告，
　水濁法，廃掃法

181 水銀又はその化合物
　ＲｏＨＳ指令，特化則第２類，
　水濁法，廃掃法

11 PBDE（ﾎﾟﾘﾌﾞﾛﾓｼﾞﾌｪﾆﾙｴｰﾃﾙ） 　ＲｏＨＳ指令

12 PBB（ﾎﾟﾘﾌﾞﾛﾓﾋﾞﾌｪﾆﾙ） 　ＲｏＨＳ指令

504 DEHP（ﾌﾀﾙ酸ﾋﾞｽ（2-ｴﾁﾙﾍｷｼﾙ）） 　ＲｏＨＳ指令（2015/863）

505 BBP （ﾌﾀﾙ酸ﾌﾞﾁﾙﾍﾞﾝｼﾞﾙ） 　ＲｏＨＳ指令（2015/863）

506 DBP （ﾌﾀﾙ酸ｼﾞﾌﾞﾁﾙ） 　ＲｏＨＳ指令（2015/863）

507 DIBP（ﾌﾀﾙ酸ｼﾞｲｿﾌﾞﾁﾙ） 　ＲｏＨＳ指令（2015/863）

含有禁止物質：含有禁止物質リスト(別紙3)参照（非含有保証対象物質：含有を禁止する。なお法令に閾値および適用項目がある場合はそれを適用とする）

含有有無
含有物質
(山洋No.)

含有部位 使用目的
備考

「代替予定・代替製品」等

有
ﾃﾞｸﾛﾗﾝﾌﾟﾗｽ(609)
UV-328(610)

テープ
金具

難燃剤
表面処理

代替予定あり：20**年*月予定
代替予定未定

含有管理物質（意図的含有物質のデータを提示下さい）

山洋
No.

化学物質名 含有有無
含有量
(mg)

製品中の
含有率
(ppm)

使用目的 備考 関係法令

39 ﾍﾞﾝｾﾞﾝ 　発がん性勧告

475 ﾌﾀﾙ酸ｼﾞｲｿﾃﾞｼﾙ（ＤＩＤＰ） 　プロポジション６５

476 ﾌﾀﾙ酸ｼﾞ-n-ﾍｷｼﾙ（ＤｎＨＰ） 　プロポジション６５

523 ﾌﾀﾙ酸ｼﾞｲｿﾉﾆﾙ（DINP） 　プロポジション６５

268
ﾆｯｹﾙ又はその化合物
（意図的使用は報告してください：管理用）

　ＲＥＡＣＨ規則 付属書ⅩⅦ

341
ｼﾞｵｸﾁﾙｽｽﾞ化合物
（納入品の重量に対してスズ換算0.1wt%以上の含有）

　ＲＥＡＣＨ規則 付属書ⅩⅦ

185
ｱﾝﾁﾓﾝ及びその化合物
（三酸化二ｱﾝﾁﾓﾝはNo541に記載のこと）

　環境負荷把握物質

541 三酸化二ｱﾝﾁﾓﾝ 　特化則第２類

58 ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ 　特化則第２類、環境負荷把握物質

294 過塩素酸塩 　カリフォルニア州法

246 臭素系難燃剤（PBB、PBDE、HBCDDを除く） 　環境負荷把握物質

238 ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ(PVC） 　環境負荷把握物質

455
赤リん（電極を覆う樹脂部を対象）
（ﾏｲｸﾞﾚｰｼｮﾝ対策の有無を備考に記載のこと）

　マイグレーション対策

611
赤りん系難燃剤（電極を覆う樹脂部を対象）
（ﾏｲｸﾞﾚｰｼｮﾝ対策の有無を備考に記載のこと）

　マイグレーション対策

484 ﾋﾞｽﾌｪﾉｰﾙA（BPA） 　カナダ保健省

　２．労働安全衛生法第５５条(製造，輸入，使用の禁止)

　３．化審法（化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律）第１，２種特定化学物質

　４．ダイオキシン類対策特別措置法

　５．ＲＥＡＣＨ規則付属書ⅩⅦ　制限物質等

　６．核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

含有部位

　７．毒物及び劇物取締法　「特定毒物」

　８．特定塩素系難燃剤（バーモント州法）

　９．米国 有害物質規制法（ＴＳＣＡ）

　１０．包装廃棄物指令94/62/EC　（※山洋電気が出荷する製品を梱包する材料に適用）

　１１．特定化学物質障害予防規則　特定化学物質　第１類物質（製造許可物質）

　１２．フランス包装及び一般向け印刷物へのミネラルオイル（鉱物油）禁止省令
         （※山洋電気が出荷する製品を梱包する材料・添付取説に適用）

　１３．赤リン（電極を覆う樹脂部を対象とする）

適用法令名

　《記入例》化審法（化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律）第１，２種特定化学物質

　１．特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律（ﾓﾝﾄﾘｵｰﾙ議定書対象物質）

　　環境影響化学物質（部品・材料）調査票

調
査
対
象
部
材

製
造
メ
ー

カ

お
取
引
先

g

※本調査票はchemSHERPAが提出不可の

場合にご提出ください。
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一括入力ボタン(一度に全物質の含有有無が入力できます)⇒

ＲＥＡＣＨ規則ＳＶＨＣ（高懸念物質）（製品を構成する各部品質量に対して0.1wt%以上含有している場合を「含有あり」とします。）

山洋
No.

化学物質名 含有有無
含有量
(mg)

部品中の
含有率
(ppm)

使用目的 備考 ＣＡＳ Ｎｏ．

第1次SVHC 15物質 2008/10/28 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第2次SVHC 13物質 2010/1/13 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第3次SVHC 8物質 2010/6/18 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第4次SVHC 8物質 2010/12/15 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第5次SVHC 7物質 2011/6/20 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第6次SVHC 20物質 2011/12/19 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第7次SVHC 13物質 2012/6/18 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第8次SVHC 54物質 2012/12/19 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第9次SVHC 6物質 2013/6/20 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第10次SVHC 7物質 2013/12/16 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第11次SVHC 4物質 2014/6/16 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第12次SVHC 6物質 2014/12/17 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第13次SVHC 2物質 2015/6/15 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第14次SVHC 5物質 2015/12/17 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第15次SVHC 1物質 2016/6/20 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第16次SVHC 4物質 2017/1/12 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第17次SVHC 1物質 2017/7/7 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第18次SVHC 7物質 2018/1/15 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第19次SVHC 10物質 2018/6/27 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第20次SVHC 6物質 2019/1/15 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第21次SVHC 4物質 2019/7/16 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第22次SVHC 4物質 2020/1/16 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第23次SVHC 4物質 2020/6/25 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第24次SVHC 2物質 2021/1/19 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第25次SVHC 8物質 2021/7/8 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第26次SVHC 4物質 2022/1/17 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第27次SVHC 1物質 2022/6/10 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第28次SVHC 9物質 2023/1/17 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第29次SVHC 2物質 2023/6/14 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第30次SVHC 5物質 2024/1/23 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第31次SVHC 1物質 2024/6/27 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第31次SVHC追加 1物質 2024/11/7 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

第32次SVHC 5物質 2025/1/21 　含有がある場合は、左の「＋」ボタンで詳細展開し、記入してください。 - -

含有部位
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含有禁止物質リスト 別紙３

含有禁止物質（非含有保証対象物質：法令に閾値および適用項目がある場合はそれを適用とする）
山洋
No.

化学物質名 関係法令

　1．特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律（ﾓﾝﾄﾘｵｰﾙ議定書対象物質）

1 CFC 　オゾン保護法

2 ﾊﾛﾝ 　オゾン保護法

3 四塩化炭素 　オゾン保護法，化審法第二種，　有機則，水濁法，廃掃法

4 1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ(ﾒﾁﾙｸﾛﾛﾎﾙﾑ) 　オゾン保護法，水濁法，廃掃法

5 HCFC 　オゾン保護法

6 HBFC 　オゾン保護法

7 臭化ﾒﾁﾙ（ﾌﾞﾛﾓﾒﾀﾝ） 　オゾン保護法，特化則第２類

256 ﾌﾞﾛﾓｸﾛﾛﾒﾀﾝ 　オゾン保護法

　２．労働安全衛生法第５５条(製造，輸入，使用の禁止)

16 黄りんﾏｯﾁ 　安衛法第５５条

17 ﾍﾞﾝｼﾞｼﾞﾝ及びその塩 　安衛法第５５条，発がん性勧告

18 4-ｱﾐﾉｼﾞﾌｪﾆﾙ及びその塩（4-ﾋﾞﾌｪﾆﾙｱﾐﾝ） 　安衛法第５５条，発がん性勧告

73 石綿 　安衛法第５５条

21 4-ﾆﾄﾛｼﾞﾌｪﾆﾙ及びその塩 　安衛法第５５条

22 ﾋﾞｽ(ｸﾛﾛﾒﾁﾙ)ｴｰﾃﾙ 　安衛法第５５条，発がん性勧告

23 ﾍﾞｰﾀ-ﾅﾌﾁﾙｱﾐﾝ及びその塩 　安衛法第５５条

180
ﾍﾞﾝｾﾞﾝを含有するｺﾞﾑのりで、その含有するﾍﾞﾝｾﾞﾝの容量が当該ｺﾞﾑのりの溶剤の5%を超
えるもの

　安衛法第５５条

　３．化審法（化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律）第１，２種特定化学物質

68 PCB（ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾌｪﾆﾙ類） 　化審法第一種，特化則第１類，水濁法，廃掃法

111 ﾎﾟﾘ塩化ﾅﾌﾀﾚﾝ(塩素数が2以上のものに限る)ＰＣＮ 　化審法第一種

112 ﾍｷｻｸﾛﾛﾍﾞﾝｾﾞﾝ 　化審法第一種

113 ｱﾙﾄﾞﾘﾝ 　化審法第一種

114 ﾃﾞｨﾙﾄﾞﾘﾝ 　化審法第一種

115 ｴﾝﾄﾞﾘﾝ 　化審法第一種

116 DDT 　化審法第一種

117 ｸﾛﾙﾃﾞﾝ類(ﾍﾌﾟﾀｸﾛﾙ) 　化審法第一種

118 ﾋﾞｽ(ﾄﾘﾌﾞﾁﾙｽｽﾞ)=ｵｷｼﾄﾞ 　化審法第一種

252
N､N'-ｼﾞﾄﾘﾙ-p-ﾌｪﾆﾚﾝｼﾞｱﾐﾝ､N-ﾄﾘﾙ-N'-ｷｼﾘﾙ-p-ﾌｪﾆﾚﾝｼﾞｱﾐﾝ又はN､N'-ｼﾞｷｼﾘﾙ-p-ﾌｪﾆﾚ
ﾝｼﾞｱﾐﾝ

　化審法第一種

253 2,4,6-ﾄﾘ-tert-ﾌﾞﾁﾙﾌｪﾉｰﾙ 　化審法第一種

254 ﾎﾟﾘｸﾛﾛ-2,2-ｼﾞﾒﾁﾙ-3-ﾒﾁﾘﾃﾞﾝﾋﾞｼｸﾛ[2.2.1]ﾍﾌﾟﾀﾝ（別名ﾄｷｻﾌｪﾝ） 　化審法第一種

255 ﾄﾞﾃﾞｶｸﾛﾛﾍﾟﾝﾀｼｸﾛ[5.3.0.02,6.03,9.04,8]ﾃﾞｶﾝ（別名ﾏｲﾚｯｸｽ） 　化審法第一種

286
2,2,2-ﾄﾘｸﾛﾛ-1-(2-ｸﾛﾛﾌｪﾆﾙ)-1-(4-ｸﾛﾛﾌｪﾆﾙ)ｴﾀﾉｰﾙ又は2,2,2-ﾄﾘｸﾛﾛ-1,1-ﾋﾞｽ(4-ｸﾛﾛﾌｪﾆ
ﾙ)ｴﾀﾉｰﾙ(別名ｹﾙｾﾝ又はｼﾞｺﾎﾙ）

　化審法第一種

287 ﾍｷｻｸﾛﾛﾌﾞﾀ-1,3-ｼﾞｴﾝ 　化審法第一種

288 2-(2H-1,2,3-ﾍﾞﾝｿﾞﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-2-ｲﾙ)-4,6-ｼﾞ-tert-ﾌﾞﾁﾙﾌｪﾉｰﾙ 　化審法第一種

327 ﾍﾟﾙﾌﾙｵﾛ(ｵｸﾀﾝ-1-ｽﾙﾎﾝ酸)（別名PFOS）又はその塩 　化審法第一種

328 ﾍﾟﾙﾌﾙｵﾛ(ｵｸﾀﾝ-1-ｽﾙﾎﾆﾙ)=ﾌﾙｵﾘﾄﾞ（別名PFOSF) 　化審法第一種

329 ﾍﾟﾝﾀｸﾛﾛﾍﾞﾝｾﾞﾝ 　化審法第一種

330 r-1,c-2,t-3,c-4,t-5,t-6-ﾍｷｻｸﾛﾛｼｸﾛﾍｷｻﾝ(別名α-ﾍｷｻｸﾛﾛｼｸﾛﾍｷｻﾝ) 　化審法第一種

331 r-1,t-2,c-3,t-4,c-5,t-6-ﾍｷｻｸﾛﾛｼｸﾛﾍｷｻﾝ(別名β-ﾍｷｻｸﾛﾛｼｸﾛﾍｷｻﾝ) 　化審法第一種

332 r-1,c-2,t-3,c-4,c-5,t-6-ﾍｷｻｸﾛﾛｼｸﾛﾍｷｻﾝ(別名γ-ﾍｷｻｸﾛﾛｼｸﾛﾍｷｻﾝ) 　化審法第一種

333 ﾃﾞｶｸﾛﾛﾍﾟﾝﾀｼｸﾛ[5,3,0,2,60,3,90,4,80]ﾃﾞｶﾝ-5-ｵﾝ(別名ｸﾛﾙﾃﾞｺﾝ) 　化審法第一種

334 ﾍｷｻﾌﾞﾛﾓﾋﾞﾌｪﾆﾙ 　化審法第一種

335 ﾃﾄﾗﾌﾞﾛﾓ(ﾌｪﾉｷｼﾍﾞﾝｾﾞﾝ)(別名ﾃﾄﾗﾌﾞﾛﾓｼﾞﾌｪﾆﾙｴｰﾃﾙ) 　化審法第一種

336 ﾍﾟﾝﾀﾌﾞﾛﾓ(ﾌｪﾉｷｼﾍﾞﾝｾﾞﾝ)(別名ﾍﾟﾝﾀﾌﾞﾛﾓｼﾞﾌｪﾆﾙｴｰﾃﾙ) 　化審法第一種

337 ﾍｷｻﾌﾞﾛﾓ(ﾌｪﾉｷｼﾍﾞﾝｾﾞﾝ)(別名ﾍｷｻﾌﾞﾛﾓｼﾞﾌｪﾆﾙｴｰﾃﾙ) 　化審法第一種

338 ﾍﾌﾟﾀﾌﾞﾛﾓ(ﾌｪﾉｷｼﾍﾞﾝｾﾞﾝ)(別名ﾍﾌﾟﾀﾌﾞﾛﾓｼﾞﾌｪﾆﾙｴｰﾃﾙ) 　化審法第一種

481
6,7,8,9,10,10-ﾍｷｻｸﾛﾛ-1,5,5a,6,9,9a-ﾍｷｻﾋﾄﾞﾛ-6,9-ﾒﾀﾉ-2,4,3-ﾍﾞﾝｿﾞｼﾞｵｷｻﾁｴﾋﾟﾝ=3-ｵｷｼﾄﾞ
類(別名ｴﾝﾄﾞｽﾙﾌｧﾝまたはﾍﾞﾝｿﾞｴﾋﾟﾝ)

　化審法第一種

482 ﾍｷｻﾌﾞﾛﾓｼｸﾛﾄﾞﾃﾞｶﾝ(HBCDD) 　化審法第一種

521 ﾍﾟﾝﾀｸﾛﾛﾌｪﾉｰﾙ又はその塩若しくはｴｽﾃﾙ 　化審法第一種

243
ﾎﾟﾘ塩化直鎖ﾊﾟﾗﾌｨﾝ（炭素数が10から13までのものであって、塩素の含有量が全重量の
48ﾊﾟｰｾﾝﾄを超えるもの）

　化審法第一種

11
1,1'-ｵｷｼﾋﾞｽ（2,3,4,5,6-ﾍﾟﾝﾀﾌﾞﾛﾓﾍﾞﾝｾﾞﾝ）
ﾃﾞｶﾌﾞﾛﾓｼﾞﾌｪﾆﾙｴｰﾃﾙ（PBDE）

　化審法第一種

296 ﾍﾟﾙﾌﾙｵﾛｵｸﾀﾝ酸（別名PFOA）又はその塩 　化審法第一種

589
ﾍﾟﾙﾌﾙｵﾛ(ﾍｷｻﾝ-1-ｽﾙﾎﾝ酸）(別名PFHxS)若しくはﾍﾟﾙﾌﾙｵﾛ（ｱﾙｶﾝｽﾙﾎﾝ酸)（構造が分枝
であって、炭素数が6のものに限る。)又はこれらの塩

　化審法第一種

608 1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛ-2,2-ﾋﾞｽ(ﾒﾄｷｼﾌｪﾆﾙ）ｴﾀﾝ（別名ﾒﾄｷｼｸﾛﾙ） 　化審法第一種

609
1,2,3,4,7,8,9,10,13,13,14,14-ﾄﾞﾃﾞｶｸﾛﾛ-1,4,4a,5,6,6a,7,10,10a,11,12,12a-ﾄﾞﾃﾞｶﾋﾄﾞﾛ-1,4:7,10-
ｼﾞﾒﾀﾉｼﾞﾍﾞﾝｿﾞ[a,e][8]ｱﾝﾇﾚﾝ(別名ﾃﾞｸﾛﾗﾝﾌﾟﾗｽ)

　化審法第一種

610 2-(2H-1,2,3-ﾍﾞﾝｿﾞﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-2-ｲﾙ)-4,6-ｼﾞ-ﾀｰｼｬﾘ-ﾍﾟﾝﾁﾙﾌｪﾉｰﾙ(別名UV-328) 　化審法第一種

121 ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ（ﾄﾘｸﾚﾝ） 　化審法第二種，有機則，水濁法，廃掃法

122 ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 　化審法第二種，水濁法，廃掃法

3 四塩化炭素 　化審法第二種

259 ﾄﾘﾌﾞﾁﾙｽｽﾞ類（TBT類）、ﾄﾘﾌｪﾆﾙｽｽﾞ類（TPT類） 　化審法第二種

619
ﾎﾟﾘ(ｵｷｼｴﾁﾚﾝ)=ｱﾙｷﾙﾌｪﾆﾙｴｰﾃﾙ
（ｱﾙｷﾙ基の炭素数が９のものに限る）（別名NPE）

　化審法第二種

　４．ダイオキシン類対策特別措置法

211
ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類　　ﾎﾟﾘ塩化ｼﾞﾍﾞﾝｿﾞﾌﾗﾝ
　　　　　　　　　 ﾎﾟﾘ塩化ｼﾞﾍﾞﾝｿﾞ-ﾊﾟﾗ-ｼﾞｵｷｼﾝ
　　　　　　　　　 ｺﾌﾟﾗﾅ-ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾌｪﾆﾙ

　ダイオキシン法

　５．ＲＥＡＣＨ規則付属書ⅩⅦ　制限物質等

62 ﾘﾝ酸ﾄﾘｽ(2,3-ｼﾞﾌﾞﾛﾓﾌﾟﾛﾋﾟﾙ) 　ＲＥＡＣＨ規則 付属書ⅩⅦ

197 ＰＣＴ（ﾎﾟﾘ塩化ﾀｰﾌｪﾆﾙ） 　ＲＥＡＣＨ規則 付属書ⅩⅦ

245 ｱｿﾞ染料・顔料（特定ｱﾐﾝを形成するｱｿﾞ染料・顔料）　（皮膚接触部位に限る） 　ＲＥＡＣＨ規則 付属書ⅩⅦ，ドイツ日用品規制

270 ＤＢＢＴ（ﾓﾉﾒﾁﾙｼﾞﾌﾞﾛﾓｼﾞﾌｪﾆﾙﾒﾀﾝ） 　ＲＥＡＣＨ規則 付属書ⅩⅦ

272 ﾓﾉﾒﾁﾙﾃﾄﾗｸﾛﾛｼﾞﾌｪﾆﾙﾒﾀﾝ（Ugilec141） 　ＲＥＡＣＨ規則 付属書ⅩⅦ

273 ﾓﾉﾒﾁﾙｼﾞｸﾛﾛｼﾞﾌｪﾆﾙﾒﾀﾝ（Ugilec121,21） 　ＲＥＡＣＨ規則 付属書ⅩⅦ
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山洋
No.

化学物質名 関係法令

274 ﾄﾘｽ(ｱｼﾞﾘﾆｼﾞﾙ)ﾎｽﾌｨﾉｷｼﾄﾞ 　ＲＥＡＣＨ規則 付属書ⅩⅦ

289 ｱｽﾍﾞｽﾄ類 　ＲＥＡＣＨ規則 付属書ⅩⅦ

339 三置換有機ｽｽﾞ化合物 　ＲＥＡＣＨ規則 付属書ⅩⅦ

342 2-(2-ﾒﾄｷｼｴﾄｷｼ)ｴﾀﾉｰﾙ　(DEGME)　（法令用途に限り禁止） 　ＲＥＡＣＨ規則 付属書ⅩⅦ

343 ｼｸﾛﾍｷｻﾝ(ﾈｵﾌﾟﾚﾝﾍﾞｰｽ接着剤に限る） 　ＲＥＡＣＨ規則 付属書ⅩⅦ

340 ｼﾞﾌﾞﾁﾙｽｽﾞ化合物 　ＲＥＡＣＨ規則 付属書ⅩⅦ

341 ｼﾞｵｸﾁﾙｽｽﾞ化合物（法令用途に限り禁止）　（法令外用途は様式２に記入） 　ＲＥＡＣＨ規則 付属書ⅩⅦ

292 ﾌﾏﾙ酸ｼﾞﾒﾁﾙ（ＤＭＦ） 　ＲＥＡＣＨ規則 付属書ⅩⅦ

524 無機ｱﾝﾓﾆｳﾑ塩（ｾﾙﾛｰｽ絶縁体に限る） 　ＲＥＡＣＨ規則 付属書ⅩⅦ

531
多環式芳香族炭化水素（ＰＡＨ：付属書ⅩⅦ物質）
（皮膚・口腔に直接接触する樹脂部品に限る）

　ＲＥＡＣＨ規則 付属書ⅩⅦ

587 C9-C14 PFCAsとその塩およびPFCAs関連物質 　ＲＥＡＣＨ規則 付属書ⅩⅦ

291 塩化ｺﾊﾞﾙﾄ 　ＥＵ理事会指令（2003/34/EC）

522 ﾎﾟﾘ塩化ﾅﾌﾀﾚﾝ(塩素数が1以上の物質) 　EU ＰＯＰｓ規則

　６．核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

251 放射性物質 　原子炉等規制法

　７．毒物及び劇物取締法「特定毒物」

275 ｵｸﾀﾒﾁﾙﾋﾟﾛﾎｽﾎﾙｱﾐﾄﾞ（別名ｼｭﾗｰﾀﾞﾝ） 　毒・劇物取締法

276 四ｱﾙｷﾙ鉛（別名ﾃﾄﾗﾐｯｸｽ） 　毒・劇物取締法

277 ｼﾞｴﾁﾙﾊﾟﾗﾆﾄﾛﾌｪﾆﾙﾁｵﾎｽﾌｪｲﾄ（別名ﾊﾟﾗﾁｵﾝ） 　毒・劇物取締法

278 ｼﾞﾒﾁﾙｴﾁﾙﾒﾙｶﾌﾟトｴﾁﾙﾁｵﾎｽﾌｪｲﾄ（別名ﾒﾁﾙｼﾞﾒﾄﾝ） 　毒・劇物取締法

279 ｼﾞﾒﾁﾙ-(ｼﾞｴﾁﾙｱﾐﾄﾞ-1-ｸﾛﾙｸﾛﾄﾆﾙ)-ﾎｽﾌｪｲﾄ（別名ﾎｽﾌｧﾐﾄﾞﾝ） 　毒・劇物取締法

280 ｼﾞﾒﾁﾙﾊﾟﾗﾆﾄﾛﾌｪﾆﾙﾁォﾎｽﾌｪｲﾄ（別名ﾒﾁﾙﾊﾟﾗﾁｵﾝ） 　毒・劇物取締法

281 ﾃﾄﾗｴﾁﾙﾋﾟﾛﾎｽﾌｪｲﾄ（別名TEPP） 　毒・劇物取締法

282 ﾓﾉﾌﾙｵｰﾙ酢酸（別名ﾓﾉﾌﾙｵﾛ酢酸） 　毒・劇物取締法

283 ﾓﾉﾌﾙｵｰﾙ酢酸ｱﾐﾄﾞ（別名ﾌﾙｵﾙｱｾﾄｱﾐﾄﾞ） 　毒・劇物取締法

284 ﾓﾉﾌﾙｵｰﾙ酢酸塩類 　毒・劇物取締法

285 燐化ｱﾙﾐﾆｳﾑ 　毒・劇物取締法

　８．特定塩素系難燃剤（バーモント州法）

478 ﾘﾝ酸ﾄﾘｽ(2-ｸﾛﾛｴﾁﾙ) (TCEP) 　特定塩素系難燃剤（バーモント州法）

479 ﾘﾝ酸ﾄﾘｽ(1-ﾒﾁﾙ-2-ｸﾛﾛｴﾁﾙ)(TCPP) 　特定塩素系難燃剤（バーモント州法）

480 ﾘﾝ酸ﾄﾘｽ(1,3-ｼﾞｸﾛﾛ-2-ﾌﾟﾛﾋﾟﾙ)(TDCPP) 　特定塩素系難燃剤（バーモント州法）

　９．米国 有害物質規制法（ＴＳＣＡ）

11 ﾃﾞｶﾌﾞﾛﾓｼﾞﾌｪﾆﾙｴｰﾃﾙ　略称：DecaBDE 　ＴＳＣＡ（米国）、化審法第一種

253 2,4,6-ﾄﾘ-tert-ﾌﾞﾁﾙﾌｪﾉｰﾙ　略称：2,4,6-TTBP 　ＴＳＣＡ（米国）、化審法第一種

287 ﾍｷｻｸﾛﾛﾌﾞﾀｼﾞｴﾝ　略称：HCBD 　ＴＳＣＡ（米国）、化審法第一種

573 ﾘﾝ酸ﾄﾘｽ（ｲｿﾌﾟﾛﾋﾟﾙﾌｪﾆﾙ）　略称：PIP (3:1) 　ＴＳＣＡ（米国）

574 ﾍﾟﾝﾀｸﾛﾛﾁｵﾌｪﾉｰﾙ　略称：PCTP 　ＴＳＣＡ（米国）

590 ⻑鎖ﾍﾟﾙﾌﾙｵﾛｱﾙｷﾙｶﾙﾎﾞﾝ酸(LCPFACs)（ﾌｯ素系表面ｺｰﾃｨﾝｸﾞを有する部品に限る） 　ＴＳＣＡ（米国）

　１０．包装廃棄物指令94/62/EC　（※山洋電気が出荷する製品を梱包する材料に適用）

485 梱包又は梱包部品内に存在する鉛、水銀、ｶﾄﾞﾐｳﾑ、六価ｸﾛﾑ　（閾値：合計１００ｐｐｍ） 　包装廃棄物指令94/62/EC

　１１．特定化学物質障害予防規則　特定化学物質　第１類物質（製造許可物質）

40 ﾍﾞﾝｿﾞﾄﾘｸﾛﾘﾄﾞ 　特化則第１類

56
ﾍﾞﾘﾘｳﾑ及びその化合物（ﾍﾞﾘﾘｳﾑ銅合金、ﾍﾞﾘﾘｳﾑ-ﾆｯｹﾙ合金を除くが、その使用がある
場合も記入し除外と明記の事）

　特化則第１類，廃掃法

66 ｼﾞｸﾛﾙﾍﾞﾝｼﾞｼﾞﾝ及びその塩 　特化則第１類

67 ｱﾙﾌｧ-ﾅﾌﾁﾙｱﾐﾝ及びその塩 　特化則第１類

68 PCB（ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾌｪﾆﾙ類） 　特化則第１類

69 ｵﾙﾄ-ﾄﾘｼﾞﾝ及びその塩 　特化則第１類

70 ｼﾞｱﾆｼｼﾞﾝ及びその塩 　特化則第１類

　１２．フランス包装及び一般向け印刷物へのミネラルオイル（鉱物油）禁止省令　（※山洋電気が出荷する製品を梱包する材料・添付取説に適用）

591

鉱物油ｲﾝｸ　　対象用途：梱包材・取扱説明書
①1～7個の芳香環からなる芳香族炭化水素鉱物油（MOAH）は1%以下
②1～2個の芳香環からなる芳香族炭化水素鉱物油（MOAH）および炭素原子数が16～35
の飽和炭化水素類鉱物油（MOSH）は0.1%以下
③3～7個の芳香環からなる芳香族炭化水素鉱物油（MOAH）は1ppm以下

　フランス鉱物油禁止省令

　１３．赤リン（電極を覆う樹脂部を対象とする）  マイグレーション対策

455
赤りん（電極を覆う樹脂部に赤りんの含有を禁止）
（マイグレーション対策をされているものは除く）

　マイグレーション対策

611
赤りん系難燃剤（電極を覆う樹脂部に赤りん系難燃剤の含有を禁止）
（マイグレーション対策をされているものは除く）

　マイグレーション対策
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(部品・材料)様式３

山洋電気株式会社　御中

年　　　月　　　日

社  名

担当部署名

責任者名 印

担当者名

 　　ＲｏＨＳ指令規制有害物質に関する適合保証書Ａ
 　　　　　および含有禁止物質の非含有保証書

　　（金属中の鉛フリー対応版）

　　当社は､貴社に販売する下記製品が2011/65/EU付属書Ⅲに示される適用除外用途の

　　6(a)-I、6(b)-I、6(b)-Ⅱ、6(C)を適用せず、２項の基準に示される許容値に適合

　　していることを保証いたします。なお、6(a)-I、6(b)-I、6(b)-Ⅱ、6(C)以外の適

　　用除外用途は認められるものとします。

　　また、４項の含有禁止物質が非含有であることを保証いたします。

　　１．製品（記入欄不足の場合は、別紙に記載します。）

　　２．RoHS指令2011/65/EU(改訂指令(EU)2015/863)に基づく含有禁止物質(Hazardous 

substances)と含有許容濃度：付属書Ⅱ

　含有禁止物質 　含有許容濃度

　　① ｶﾄﾞﾐｳﾑ 　　100ppm

　　② 鉛 　　1000ppm
　　　ただし、ｹｰﾌﾞﾙ被覆中は300ppm(Proposition 65)

　　③ 六価ｸﾛﾑ 　　1000ppm

　　④ 水銀 　　1000ppm

　　⑤ PBB （ﾎﾟﾘﾌﾞﾛﾓﾋﾞﾌｪﾆﾙ） 　　1000ppm

　　⑥ PBDE（ﾎﾟﾘﾌﾞﾛﾓｼﾞﾌｪﾆﾙｴｰﾃﾙ） 　　1000ppm
　　⑦ DEHP（ﾌﾀﾙ酸ﾋﾞｽ(2-ｴﾁﾙﾍｷｼﾙ))　　1000ppm
　　⑧ BBP （ﾌﾀﾙ酸ﾌﾞﾁﾙﾍﾞﾝｼﾞﾙ） 　　1000ppm
　　⑨ DBP （ﾌﾀﾙ酸ｼﾞﾌﾞﾁﾙ） 　　1000ppm
　　⑩ DIBP（ﾌﾀﾙ酸ｼﾞｲｿﾌﾞﾁﾙ） 　　1000ppm

　＊含有率は当該部位の均質材料毎の含有率(質量比)とする。

　　３．RoHS指令2011/65/EUに基づく含有禁止物質(Hazardous substances)裏付けデータ

対象製品のＩＣＰ、ＧＣ/ＭＳ等測定データは別紙の通りです。

　　４．含有禁止物質(非含有保証対象物質）

国内外法規制により含有を禁止されている物質。

対象となる含有禁止物質は含有禁止物質リスト(別紙３j)による。

赤りん（電極を覆う樹脂部に赤りんおよび赤りん系難燃剤の含有を禁止）
（マイグレーション対策のコーティング処理がされているものは除く） 以上

　

製品名：　　                   　　　　　    　           

製品型番： 　   　　　　　    　　　　　　　　　　　　　　　

山洋電気 品目番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

RoHS適用除外Ｎｏ.：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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別紙

No.
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8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

RoHS適用除外No.製品型番山洋電気品目番号 製品名
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(部品・材料)様式４

山洋電気株式会社　御中

年　　　月　　　日

社  名

担当部署名

責任者名 印

担当者名

 　　ＲｏＨＳ指令規制有害物質に関する適合保証書Ｂ
 　　　　　および含有禁止物質の非含有保証書

（金属中の鉛6(a)-I､6(b)-I､6(b)-Ⅱ､6(C)適用製品用）

　　当社は､貴社に販売する下記製品が２項の基準に示される許容値に適合していること、

　　および４項の含有禁止物質が非含有であることを保証いたします。

　　なお、2011/65/EU付属書Ⅲに示される適用除外用途は認められるものとします。

　　１．製品（記入欄不足の場合は、別紙に記載します。）

金属中の鉛ﾌﾘｰ化(1000ppm以下)予定を調査票(様式2)備考に記します

　　２．RoHS指令2011/65/EU(改訂指令(EU)2015/863)に基づく含有禁止物質(Hazardous 

substances)と含有許容濃度：付属書Ⅱ

　含有禁止物質 　含有許容濃度

　　① ｶﾄﾞﾐｳﾑ 　　100ppm

　　② 鉛 　　1000ppm
　　　ただし、ｹｰﾌﾞﾙ被覆中は300ppm(Proposition 65)

　　③ 六価ｸﾛﾑ 　　1000ppm

　　④ 水銀 　　1000ppm

　　⑤ PBB （ﾎﾟﾘﾌﾞﾛﾓﾋﾞﾌｪﾆﾙ） 　　1000ppm

　　⑥ PBDE（ﾎﾟﾘﾌﾞﾛﾓｼﾞﾌｪﾆﾙｴｰﾃﾙ） 　　1000ppm
　　⑦ DEHP（ﾌﾀﾙ酸ﾋﾞｽ(2-ｴﾁﾙﾍｷｼﾙ))　　1000ppm
　　⑧ BBP （ﾌﾀﾙ酸ﾌﾞﾁﾙﾍﾞﾝｼﾞﾙ） 　　1000ppm
　　⑨ DBP （ﾌﾀﾙ酸ｼﾞﾌﾞﾁﾙ） 　　1000ppm
　　⑩ DIBP（ﾌﾀﾙ酸ｼﾞｲｿﾌﾞﾁﾙ） 　　1000ppm

　＊含有率は当該部位の均質材料毎の含有率(質量比)とする。

　　３．RoHS指令2011/65/EUに基づく含有禁止物質(Hazardous substances)裏付けデータ

対象製品のＩＣＰ、ＧＣ/ＭＳ等測定データは別紙の通りです。

　　４．含有禁止物質(非含有保証対象物質）

国内外法規制により含有を禁止されている物質。

対象となる含有禁止物質は含有禁止物質リスト(別紙３j)による。

赤りん（電極を覆う樹脂部に赤りんおよび赤りん系難燃剤の含有を禁止）
（マイグレーション対策のコーティング処理がされているものは除く） 以上

RoHS保証書A(様式3)の提出が出来ない場合は
こちらの保証書B(様式4)を提出してください

　

　

製品名：　　                   　　　　　    　           

製品型番： 　   　　　　　    　　　　　　　　　　　　　　　

山洋電気 品目番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

RoHS適用除外Ｎｏ.：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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山洋電気品目番号 製品名 製品型番 RoHS適用除外No.

GDY-00026 様式4j-2/2



　　　　　　　　　　　　　　　　改　訂　履　歴

版数 改訂日 主な改訂内容

初版 2005年8月 ・制定

2.0 2006年11月 ・毒物及び劇物取締法　「特定毒物」を禁止物質に追加

・2,2,2-ﾄﾘｸﾛﾛ-1,1-ﾋﾞｽ(4-ｸﾛﾛﾌｪﾆﾙ)ｴﾀﾉｰﾙを禁止物質に追加（化審法第１種特定化学物質）

・ﾍｷｻｸﾛﾛﾌﾞﾀ-1,3-ｼﾞｴﾝを禁止物質に追加（化審法第１種特定化学物質）

・ﾍﾟﾝﾀｸﾛﾙﾌｪﾉｰﾙ(別名PCP)又はそのﾅﾄﾘｳﾑ塩を管理物質から禁止物質へ変更

3.0 2009年12月 ・ｶﾄﾞﾐｳﾑの閾値を75から100ppmへ修正

・2-(2H-1,2,3-ﾍﾞﾝｿﾞﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-2-ｲﾙ)-4,6-ｼﾞ-tert-ﾌﾞﾁﾙﾌｪﾉｰﾙを禁止物質に追加（化審法第１種特定化学物質）

・ｱｽﾍﾞｽﾄ類を禁止物質に追加（76/769/EEC）

・PFOS（ﾊﾟｰﾌﾙｵﾛｵｸﾀﾝｽﾙﾎﾝ酸およびその塩）を禁止物質に追加（2006/122/EC）

・塩化ｺﾊﾞﾙﾄを禁止物質に追加（2003/34/EC）

・ﾌﾏﾙ酸ｼﾞﾒﾁﾙ（DMF）を禁止物質に追加（2009/251/EC）

・REACH規則SVHC（高懸念物質）を管理物質化

3.1 2010年3月 ・REACH規則SVHC（高懸念物質）第2次物質を管理物質に追加

3.2 2010年5月 ・ﾍﾟﾙﾌﾙｵﾛ(ｵｸﾀﾝ-1-ｽﾙﾎﾝ酸)（別名PFOS）又はその塩を禁止物質に追加（化審法第1種特定化学物質）

・ﾍﾟﾙﾌﾙｵﾛ(ｵｸﾀﾝ-1-ｽﾙﾎﾆﾙ)=ﾌﾙｵﾘﾄﾞ（別名PFOSF)を禁止物質に追加（化審法第1種特定化学物質）

・ﾍﾟﾝﾀｸﾛﾛﾍﾞﾝｾﾞﾝを禁止物質に追加（化審法第1種特定化学物質）

・α-ﾍｷｻｸﾛﾛｼｸﾛﾍｷｻﾝを禁止物質に追加（化審法第1種特定化学物質）

・β-ﾍｷｻｸﾛﾛｼｸﾛﾍｷｻﾝを禁止物質に追加（化審法第1種特定化学物質）

・γ-ﾍｷｻｸﾛﾛｼｸﾛﾍｷｻﾝを禁止物質に追加（化審法第1種特定化学物質）

・ｸﾛﾙﾃﾞｺﾝを禁止物質に追加（化審法第1種特定化学物質）

・ﾍｷｻﾌﾞﾛﾓﾋﾞﾌｪﾆﾙを禁止物質に追加（化審法第1種特定化学物質）

・ﾍﾟﾝﾀﾌﾞﾛﾓｼﾞﾌｪﾆﾙｴｰﾃﾙを禁止物質に追加（化審法第1種特定化学物質）

・ﾍｷｻﾌﾞﾛﾓｼﾞﾌｪﾆﾙｴｰﾃﾙを禁止物質に追加（化審法第1種特定化学物質）

・ﾍﾌﾟﾀﾌﾞﾛﾓｼﾞﾌｪﾆﾙｴｰﾃﾙを禁止物質に追加（化審法第1種特定化学物質）

3.3 2010年10月 ・REACH規則SVHC（高懸念物質）第3次物質を管理物質に追加

・三置換有機ｽｽﾞ化合物を管理物質に追加（REACＨ規則 付属書ⅩⅦ）

・ｼﾞﾌﾞﾁﾙｽｽﾞ化合物を管理物質に追加（REACＨ規則 付属書ⅩⅦ）

・ｼﾞｵｸﾁﾙｽｽﾞ化合物を管理物質に追加（REACＨ規則 付属書ⅩⅦ）

・2-(2-ﾒﾄｷｼｴﾄｷｼ)ｴﾀﾉｰﾙ(DEGME)を管理物質に追加（REACＨ規則 付属書ⅩⅦ）

・ｼｸﾛﾍｷｻﾝを管理物質に追加（REACＨ規則 付属書ⅩⅦ）

3.4 2011年2月 ・REACH規則SVHC（高懸念物質）第4次物質を管理物質に追加

・REACＨ規則 付属書ⅩⅦを禁止物質に変更

3.5 2011年8月 ・REACH規則SVHC（高懸念物質）第5次物質を管理物質に追加

3.6 2012年2月 ・REACH規則SVHC（高懸念物質）第6次物質を管理物質に追加

・ｼﾞﾌﾞﾁﾙｽｽﾞ化合物、ｼﾞｵｸﾁﾙｽｽﾞ化合物を禁止物質に変更

3.7 2012年10月 ・REACH規則SVHC（高懸念物質）第7次物質を管理物質に追加

4.0 2013年3月 ・REACH規則SVHC（高懸念物質）第8次物質を管理物質に追加

・赤リんを管理物質に追加（ﾏｲｸﾞﾚｰｼｮﾝ対策）

・改訂RoHS指令（2011/65/EU）による修正の実施

4.1 2014年1月 ・REACH規則SVHC（高懸念物質）第9・10次物質を管理物質に追加

・ｴﾝﾄﾞｽﾙﾌｧﾝを禁止物質に追加（化審法第1種特定化学物質）

・ﾍｷｻﾌﾞﾛﾓｼｸﾄﾞﾃﾞｶﾝ(HBCDD)を禁止物質に追加（化審法第1種特定化学物質）

・PFOAを禁止物質に追加（ﾉﾙｳｪｰ規則）

・電離放射線を禁止物質に追加（日本産業衛生学会の発がん物質(第一群)）

・特定塩素系難燃剤を禁止物質に追加（ﾊﾞｰﾓﾝﾄ州法）

・ｲﾝｼﾞｳﾑ化合物、ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ、酸化ﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ、1,1-ｼﾞﾒﾁﾙﾋﾄﾞﾗｼﾞﾝ、ﾆｯｹﾙ化合物を管理物質に追加

4.2 2014年9月 ・REACH規則SVHC（高懸念物質）第11次物質を管理物質に追加

・BNSTを禁止物質に追加（ｶﾅﾀﾞ特定有害物質禁止規則）

・AISﾃﾞｰﾀの提出要求化

4.3 2015年3月 ・REACH規則SVHC（高懸念物質）第12次物質を管理物質に追加

・RoHS指令追加候補物質4物質を管理物質に追加

・1,2-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾊﾟﾝ、DDVP、ｸﾛﾛﾎﾙﾑ、ｽﾁﾚﾝ、四塩化ｱｾﾁﾚﾝ、ﾒﾁﾙｲｿﾌﾞﾁﾙｹﾄﾝを管理物質に追加（特化則第2類）

5.0 2015年11月 ・REACH規則SVHC（高懸念物質）第13次物質を管理物質に追加

・ﾅﾌﾀﾚﾝ、ﾘﾌﾗｸﾄﾘｰｾﾗﾐｯｸﾌｧｲﾊﾞｰを管理物質に追加（特化則第2類）

・RoHS指令ﾌﾀﾙ酸ｴｽﾃﾙ4物質を禁止物質に変更

・RoHS指令ﾌﾀﾙ酸ｴｽﾃﾙ4物質の保証書新設

5.1 2016年9月 ・REACH規則SVHC（高懸念物質）第14・15次物質を管理物質に追加

・ﾍﾟﾝﾀｸﾛﾛﾌｪﾉｰﾙ又はその塩若しくはｴｽﾃﾙを禁止物質に追加（化審法第1種特定化学物質）

・ﾎﾟﾘ塩化ﾅﾌﾀﾚﾝの塩素数を2以上に修正（化審法第1種特定化学物質）

・ﾎﾟﾘ塩化ﾅﾌﾀﾚﾝ(塩素数が1以上の物質)を禁止物質に追加（POPs規則）

・無機ｱﾝﾓﾆｳﾑ塩を禁止物質に追加（REACH規則 付属書ⅩⅦ）

5.2 2017年3月 ・REACH規則SVHC（高懸念物質）第16次物質を管理物質に追加

・ｵﾙﾄ-ﾄﾙｲｼﾞﾝを管理物質に追加（特化則第2類）

・多環式芳香族炭化水素（PAH）を管理物質に追加（REACＨ規則 付属書ⅩⅦ）

5.3 2018年2月 ・REACH規則SVHC（高懸念物質）第17・18次物質を管理物質に追加

・ﾍﾟﾙﾌﾙｵﾛｵｸﾀﾝ酸(PFOA)を禁止物質（REACＨ規則 付属書ⅩⅦ）に追加

・三酸化二ｱﾝﾁﾓﾝを管理物質に追加（特化則第2類）

・RoHS適用除外用途の修正
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　　　　　　　　　　　　　　　　改　訂　履　歴

版数 改訂日 主な改訂内容

5.4 2018年11月 ・REACH規則SVHC（高懸念物質）第19次物質を管理物質に追加

・ﾎﾟﾘ塩化直鎖ﾊﾟﾗﾌｨﾝを化審法第1種特定化学物質に記載

・ﾃﾞｶﾌﾞﾛﾓｼﾞﾌｪﾆﾙｴｰﾃﾙ（PBDE）を化審法第1種特定化学物質に記載

・AISを廃止し、chemSHERPAﾃﾞｰﾀの提出要求化

・RoHS適用除外用途の修正

5.5 2019年9月 ・REACH規則SVHC（高懸念物質）第20・21次物質を管理物質に追加

・RoHS適用除外用途の修正

・RoHS指令ﾌﾀﾙ酸ｴｽﾃﾙ4物質の保証書を廃止し、RoHS指令規制有害物質に関する適合保証書を10物質に統合

5.6 2020年4月 ・REACH規則SVHC（高懸念物質）第22次物質を管理物質に追加

・SVHCの含有分母を、製品質量から構成する各部品質量に変更

・RoHS適用除外用途の追加と修正

・禁止物質からBNSTを削除（法規制の撤廃）

・RoHS保証書に金属中の鉛を含まない様式の追加（様式13）

・RoHS適用除外用途のﾌﾘｰ化対応予定の記入欄の追加（様式2）

5.7 2021年3月 ・REACH規則SVHC（高懸念物質）第23・24次物質を管理物質に追加

・含有禁止物質にPOPs条約（附属書A）とTSCA規制を追加

・SVHC調査票に「部品中の含有率」欄を追加

・調査票・報告書に一括入力ﾎﾞﾀﾝを追加

・管理物質から特化則特定化学物質第２類物質と水濁法指定物質を削除

・RoHS適用除外用途の修正

5.8 2022年3月 ・REACH規則SVHC（高懸念物質）第25・26次物質を管理物質に追加

・PFOAとｼﾞｺﾎﾙをPOPｓ条約から化審法へ移動

・REACH規則付属書ⅩⅦからPFOAを削除

・PFCAsをREACH規則付属書ⅩⅦの非含有保証対象物質に追加

・TSCA規制 PBT5物質を非含有保証対象物質へ移動

・管理物質からﾀﾘｳﾑ、ﾃﾙﾙ、ﾋﾞｽﾏｽ、ｸﾛﾑ化合物、酸化ﾍﾞﾘﾘｳﾑを削除

・RoHS適用除外用途の修正

5.9 2023年3月 ・REACH規則SVHC（高懸念物質）第27・28次物質を管理物質に追加

・含有禁止物質のｱﾓｻｲﾄとｸﾛｼﾄﾞﾗｲﾄを石綿へ修正

・含有禁止物質にPOPs条約（附属書A）PFHxSを追加

・含有禁止物質に米国 有害物質規制法（TSCA）LCPFACsを追加

・REACH禁止物質のﾍﾟﾝﾀｸﾛﾙﾌｪﾉｰﾙと短鎖型塩化ﾊﾟﾗﾌｨﾝ(C10-13）は化審法へ統合

・含有禁止物質にﾌﾗﾝｽ包装及び一般向け印刷物へのﾐﾈﾗﾙｵｲﾙ（鉱物油）禁止省令 MOAHを追加

・RoHS適用除外用途の修正

6.0 2024年3月 ・REACH規則SVHC（高懸念物質）第29・30次物質を管理物質に追加

・PFHxSをPOPｓ条約から化審法へ移動

・POPs条約（附属書A）にﾒﾄｷｼｸﾛﾙ、ﾃﾞｸﾛﾗﾝﾌﾟﾗｽ、UV-328を追加

・赤りん系難燃剤を管理物質に追加（その他）

・REACH規則付属書ⅩⅦからDBB（ｼﾞ-ｕ-ｵｷｿ-ｼﾞ-ｎ-ﾌﾞﾁﾙｽﾀﾆｵﾋﾄﾞﾛｷｼﾎﾞﾗﾝ）を削除

・含有禁止物質にﾌﾗﾝｽ包装及び一般向け印刷物へのﾐﾈﾗﾙｵｲﾙ（鉱物油）禁止省令 MOSHを追加

・RoHS適用除外用途の修正

7.0 2025年3月 ・化学物質管理ｼｽﾃﾑの更改に伴い、調査票を1ｼｰﾄ化に変更し提出書類を改訂

・禁止物質より日本産業衛生学会発がん物質と地球温暖化温室効果ガスを削除

・管理物質は必要物質を厳選し複数削除

・ﾒﾄｷｼｸﾛﾙ、ﾃﾞｸﾛﾗﾝﾌﾟﾗｽ、UV-328をPOPｓ条約から化審法へ移動

・化審法にﾎﾟﾘ(ｵｷｼｴﾁﾚﾝ)=ｱﾙｷﾙﾌｪﾆﾙｴｰﾃﾙ（NPE）を追加

・REACH規則SVHC（高懸念物質）第31・32次物質を管理物質に追加

・保証書を複数品番対応用に修正し赤りんを追加

・RoHS適用除外用途の修正
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